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利用にあたって 
 

 この概要は、令和３年 11 月 30 日に総務省統計局が公表した「令和２年国勢調査人口等基本

集計結果（確定値）」のうち、北海道分の主な項目について取りまとめたものである。 

 

１ 調査の目的 

 国勢調査は、統計法（平成19年法律第53号）第５条第２項の規定に基づき、我が国の人口、

世帯、産業構造等の実態を把握し、各種行政施策の基礎資料を得ることを目的としている。 

調査は大正９年以来ほぼ５年ごとに行われており、令和２年国勢調査は実施 100 年目に当た

る。 

 

２ 調査の時期 

 令和２年 10 月１日午前零時（以下「調査時」という。）現在 

 

３ 調査の対象 

 調査時において、本邦内に常住している者。 

 ただし、外国政府の外交使節団・領事機関の構成員及び外国軍隊の軍人・軍属とこれらの家

族を除く。 

 

４ 調査事項 

（１）世帯員に関する事項 

氏名、男女の別、出生の年月、世帯主との続き柄、配偶の関係、国籍、 

現在の住居における居住期間、５年前の住居の所在地、在学・卒業等教育の状況、 

就業状態、所属の事業所の名称及び事業の種類、仕事の種類、従業上の地位、 

従業地又は通学地、従業地又は通学地までの利用交通手段 

（２）世帯に関する事項 

世帯の種類、世帯員の数、住宅の種類、住宅の建て方 

 

５ 調査の方法 

 総務大臣から任命された約 61 万人（全国）の国勢調査員が、世帯を訪問し「インターネッ

ト回答利用ガイド」、「調査票」などを配布し、世帯がインターネット、郵送や調査員への提

出で回答する方法により実施した。 
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６ 用語の解説 

（１）人口 

 国勢調査における人口は、調査時に調査の地域に常住している者（「常住人口」）をい

う。 

ここでいう「常住している者」とは、当該住居に３か月以上にわたって住んでいるか、住

むことになっている者をいい、３か月以上にわたって住んでいる住居又は住むことになって

いる住居のない者は、調査時現在居た場所に「常住している者」とみなした。 
（２）年齢 

 年齢は、令和２年９月 30 日現在による満年齢。 

 なお、令和２年 10 月１日午前零時に生まれた人は、０歳とした。 

（３）世帯の種類 

世帯は次のとおり「一般世帯」と「施設等の世帯」に区分。 

ア 一般世帯 

(ｱ) 住居と生計を共にしている人々の集まり又は一戸を構えて住んでいる単身者 

   ただし、これらの世帯と住居を共にする単身の住み込みの雇人については、人数に関

係なく雇主の世帯に含めた。  

(ｲ) 上記の世帯と住居を共にし、別に生計を維持している間借りの単身者又は下宿屋など

に下宿している単身者 

(ｳ) 会社・団体・商店・官公庁などの寄宿舎、独身寮などに居住している単身者  

イ 施設等の世帯  

(ｱ) 寮・寄宿舎の学生・生徒 

(ｲ) 病院・療養所の入院者 

(ｳ) 社会施設の入所者（老人ホーム、児童保護施設等） 

(ｴ) 自衛隊営舎内居住者 

(ｵ) 矯正施設（刑務所、拘置所等）の入所者  

(ｶ) その他（定まった住居を持たない者等） 

世帯の単位は、原則として(ｱ)～(ｳ)は棟ごと、（ｴ）は中隊又は艦船ごと、 

(ｵ)は建物ごと、(ｶ)は一人一人である。 
 

７ 統計表上の注意 

（１）市区町村の境界は、調査日（令和２年 10 月 1 日）現在の境界による。 

（２）「－」は該当数字がないもの、「0.0」は単位未満の数を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内容についての問い合わせ先 

北海道総合政策部計画局統計課生活統計係 

〒060-8588 札幌市中央区北３条西７丁目北海道庁別館９階 

電話 011-204-5144（直通）011-231-4111（内線 23-682） 
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１ 全道の人口 
 

（１）総人口 

 

北海道の総人口は 522 万 4,614 人 

前回調査（平成 27 年）から 15 万 7,119 人減少（△ 2.9％） 

 

北海道の総人口は 5,224,614 人で、前回調査（平成 27 年国勢調査）の 5,381,733 人と比べる

と、157,119 人減少（△2.9％）している。 

昭和 60 年までは増加してきたが、平成２年に初めて減少し、平成７年に一旦増加したものの、

平成 12 年には再度減少に転じ、その後、減少が続いている。 

また、男女別人口は、男性が 2,465,088 人、女性が 2,759,526 人で、女性が男性より 294,438

人多く、人口性比（女性 100 人に対する男性の数）は 89.3 となり、前回調査に比べ、男性が 72,001

人（△2.8％）、女性が 85,118 人（△3.0％）減少し、人口性比は 0.1 ポイント上昇した。 

 

 

表１ 北海道の人口の推移 

 
（注）１ 昭和２０年は人口調査。 

   ２ 人口性比は、女性１００人に対する男性の数。 
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図１－１ 人口及び人口増減率の推移 

 
 

 

図１－２ 男女別人口及び性比の推移 
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（２）市部・町村部別人口 

 

市部の人口減少数が町村部を上回る 

 

前回調査に比べ、市部の人口は 84,695 人（△1.9％）、町村部の人口は 72,424 人（△7.3％）

減少し、市部の減少数が初めて町村部を上回った。 

 

表２ 市部・町村部別人口の推移 

 
（注）人口は、調査時の市町村境界による。 

 

 

（３）振興局別人口 

 

人口が増加したのは石狩振興局（0.9％）のみ 

 

前回調査と比べ、人口が増加したのは石狩振興局のみで、全道の人口に占める割合は 45.9％と

なっている。 

 

表３ 振興局別人口の推移 

 
（注）人口は、調査時の市町村境界による。 

   平成 22 年 4月 1日支庁制度改革により、幌加内町は空知支庁から上川総合振興局へ、幌延町は留萌支庁

から宗谷総合振興局に所管区域が変更した。また、網走支庁はオホーツク総合振興局に名称変更した。 
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（４）市町村別人口 

 

道内 179 市町村のうち、12 市町村で人口が増加 

札幌市の人口は 197 万 3,395 人で全道人口の 37.8％ 

 

市町村別人口は、札幌市が 1,973,395 人で、全道人口の 37.8％を占めており、次いで旭川市

329,306 人、函館市 251,084 人、苫小牧市 170,113 人、帯広市 166,536 人と続いている。 

前回調査からの人口増減を見ると、全道 179 市町村のうち、12 市町村で増加し、167 市町村で

減少している。 

人口が増加した主な市町村は、札幌市 21,039 人、千歳市 2,302 人、恵庭市 629 人、江別市 420

人の増となっており、増加率では、占冠村 7.8％、赤井川村 3.9％、東川町 2.5％、千歳市 2.4％

の順となっている。 

一方、人口が減少した主な市町村は、函館市 14,895 人、小樽市 10,625 人、旭川市 10,299 人、

釧路市 9,665 人の減となっており、減少率では、月形町△19.4％、上砂川町△18.3％、夕張市△

17.1％、歌志内市△16.6％の順となり、61 市町村が 10％以上の減少となった。 

 

 

表４－１ 市町村別の人口 

１ １位～６０位 
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表４－１ 

２ ６１位～１７９位 
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表４－２ 人口増減率別市町村数（平成７年～令和２年） 

 
 

 

表４－３ 人口増減の大きい市町村 

 

１ 増加した市町村（12 市町） 

 
 

 

２ 減少した市町村（減少数の大きい・減少率の高い 10 市町村） 
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（５）年齢別人口 

 

65 歳以上人口は 166 万 4,023 人で、前回調査から 10 万 5,636 人（6.8％）の増加 

 

人口を年齢３区分別にみると、15 歳未満の人口が 555,804 人（10.8％）、15～64 歳が 2,945,727

人（57.0％）、65 歳以上が 1,664,023 人（32.2％）となっている。 

これを、前回調査と比べると、15 歳未満の人口が 52,492 人（△8.6％）、15～64 歳が 245,077

人（△7.7％）減少となっているのに対し、65 歳以上が 105,636 人（6.8％）増加している。 

また、人口構成比は、15 歳未満が 0.6 ポイント、15～64 歳が 2.6 ポイント低下しているのに対

し、65 歳以上人口が 3.1 ポイント上昇し、約３割を占めるに至っている。 

 

 

表５ 年齢（３区分）別人口の推移 

 
（注）年齢３区分の割合は、総数から年齢不詳を除いて算出。 

 

図２ 年齢（３区分）別人口割合の推移 

 


